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■ １．当社の経営状況
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■経営状況～収支財務実績～
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• 燃料価格や卸電力市場価格の上昇に伴う電力調達費用の増加などにより、経常利益は前年度に比
べ430億円減少の△292億円となりました。

【経常損益の変動要因】

・燃料費調整制度の
上限超過影響 △199

・燃料費調整額に反映していない
LNG価格の上昇など △301

・他社販売電力料の減少 など

2021年度
（実績）

2022年度
（実績）

期中における
経営効率化の深掘り

水力発電量の増加

（単位：億円）
燃料価格の上昇

卸電力市場価格の上昇に
伴う電力調達費用の増加
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【純資産残高・自己資本比率の推移】

（年度）

東日本大震災後の原子力
停止による収支・財務悪化

• 東日本大震災後の収支悪化により自己資本が大きく毀損しましたが、原子力の長期停止や競争が
進展する中でも、経営基盤強化の取り組みにより、自己資本比率も回復基調にありました。

• しかしながら、2022年度の大幅な赤字により自己資本も毀損していることから、燃料の安定的
な調達や電力設備の保全にしっかりと対応し、電力の安定供給を継続していくため、財務状況の
改善が必要と考えています。

■経営状況～値上げ申請の背景①～
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■経営状況～値上げ申請の背景②～
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• 2021年頃からの世界的な燃料価格上昇に加え、2022年度に入りウクライナ情勢を受けて、海外炭
やLNGを中心に燃料価格が急騰、円安も継続しています。

• こうした背景から、卸電力市場の価格も高止まりしており、燃料費調整制度による電気料金の上昇
や当社収支圧迫の要因となっています。

• なお、欧州の暖冬などを受け、今冬のピーク時と比べ、足下の燃料価格や卸電力市場価格は低下し
てきていますが、2021年4月頃と比べると依然として価格は高く、今後のウクライナ情勢も不透明
である等、先行きは見通せない状況です。
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【卸電力市場（北海道エリア）の価格推移】
石炭（円/t）

【円建て燃料価格の推移】

2021年4月と比べて

海外炭は約4.5倍
LNGは約3倍

2021年4月と比べて

2倍超

2021年度 2022年度
（～2月）

原油・LNG（円/kl・円/t）

2021年度 2022年度
（～2月）

海外炭価格（左軸）

原油価格（右軸）

LNG価格（右軸）



原子力 5%

水力・再エネ 14%
水力・再エネ 14%

石炭 40% 石炭 49%

LNG 11%

石油 34%
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【電源構成の変化】

前回原価 2021年度

■経営状況～値上げ申請の背景③～

• 当社の電源構成は、LNGを燃料とする石狩湾新港発電所の運転開始やFIT制度による再生可能エネ
ルギーの買取量の増加に加え、小売販売電力量の減少に伴い、主力電源として活用している石炭
火力の割合が増加するなど、前回原価（2014年度の電気料金見直し時）と比べて大きく変化して
います。

• 安価な電源を最大限に活用する運用を徹底していますが、燃料価格および卸電力市場価格の高騰
により、当社の負担は大きく増加しています。
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＋

燃料費調整額の上限到達影響

燃料費調整上限：3.66円/kWh

【規制料金における燃料費調整額の上限価格超過状況の推移】
（円/kWh）

電源構成の変化により現行の燃料費調整
額では反映できない燃料費の増など

※上記単価には消費税等相当額を含みます。
※2023年2月分以降の金額には、国が実施する電気・ガス価格激変緩和対策事業による値引き額は含んでいません。

2022年 2023年

■経営状況～値上げ申請の背景④～

⚫ 燃料価格や卸電力市場価格の高騰による燃料費などの増加に対し、2022年8月以降、規制料金に
おいて燃料費調整額が上限価格を超過していることや、電源構成の変化により現行の燃料費調整
額では反映できない部分があることなどにより、電力供給コストが電気料金収入を大きく上回る
状態が続いています。
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■経営状況～電気料金見直しの状況～
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• 低圧規制料金については、2023年6月1日からの値上げを行うため、1月26日に経済産業大臣に
特定小売供給約款の変更認可申請を行いました。

• 低圧自由料金については、規制料金の値上げ実施日と同日から値上げを行う予定です。

• 高圧・特別高圧料金については、2023年4月1日より電気料金単価の値上げおよび燃料費調整制
度の見直しを行っています。

低圧のお客さま 高圧・特別高圧
のお客さま規制料金 自由料金

小売料金の
見直し状況

基本料金＋電力量料金
＋燃料費調整額

2023年6月からの
値上げを申請中

（2023年1月26日申請）

低圧規制料金
と同時に値上げ予定

（燃料費調整制度における平均燃
料価格の上限は、2022年12月分

料金より廃止済）

2023年4月より
値上げ

（2022年12月22日公表）

◆2023年度から新たな託送料金制度（レベニューキャップ制度）※が導入されるため、北海道電力ネット
ワーク㈱では託送供給等約款を変更し、託送料金を2023年4月1日より見直しています。
これを受け、北海道電力㈱の小売料金について、高圧・特別高圧のお客さまについては2023年4月より
反映し、低圧のお客さまについては規制料金・自由料金ともに上記見直しに反映予定です。
※ 新たな託送料金制度（レベニューキャップ制度）

一般送配電事業者における必要な投資の確保とコスト効率化を両立させ、再生可能エネルギーの主力電源化や送配電設備の
強靭化を図ることを目的に導入された制度。


